
38野菜情報 2018.4

1　はじめに

　野菜産地が有利な販売を実現していく上
において、ブランド化は方向性の一つと
なっており、実際に産地ではさまざまな取
り組みが見られている。そして、その多く
は特定の品目や品種をブランド化の対象と
するケースが多く、多品目にわたる野菜が
同一の名称においてブランド化されること
は少数派であるといえよう。
　ところが実際には、生産者の圃

ほ

場
じょう

が小規
模に区分けされているだけでなく、傾斜地
に分散して存在するなどの理由から、農地
の集約化や生産の大規模化に課題のある野
菜産地も多い。そして、このような小規模
経営が前提となる産地では、出荷ロットの
関係から遠隔地の拠点市場に出荷するので
はなく、比較的小規模な近隣市場を中心と
する出荷対応が行われるケースが一般的で
ある。同時に、品目的にも特定の品目に生
産を特化させるのではなく、多品目にわ

たって生産・出荷が行われるという特徴が
ある。
　しかし、このような多品目の野菜生産が
行われる産地においても、より有利な販売
を実現していくための方策としてブランド
化戦略の重要性は高く、その実現に向けた
事例の検討は重要であると考えられる。
　このため本稿においては、生産条件にお
いて課題を抱えながらも、高品質の野菜生
産が盛んに行われているだけでなく、普及
啓発活動の展開を通じてブランドが確立さ
れつつある「箱根西麓三島野菜（以下「三
島野菜」という）」を取り上げて、ブラン
ド化を進めている箱根西麓三島野菜ブラン
ド推進協議会（以下「協議会」という）、
生産面において、重要な役割を果たしてい
る三島函

かん

南
なみ

農業協同組合（以下「ＪＡ三島
函南」という）などについて報告し、これ
までのブランド化の経緯や今後の課題につ
いて検討することとしたい。

　調査・報告
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　准教授　木村　彰利

【要約】

農地の集約化や生産の大規模化などに課題を抱えながらも、高品質野菜としてのブラン
ドが確立されている「箱根西麓三島野菜」について、これまでの経緯や現状などの検討を
行った。

生産者の自発的な取り組みとしてブランド化が志向され、実施に当たってはＪＡや行政
などの協力を得ながら展開されていた。同時に、箱根西麓三島野菜に加えて地理的表示（Ｇ
Ｉ）を取得した三島馬鈴薯やそれを使ったみしまコロッケと併せた普及啓発を行うことに
よって、認知度向上の相乗効果が見られていた。

少量多品目の生産を生かした地域野菜のブランド化
～箱根西麓三島野菜を事例に～
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２　三島市農業およびＪＡ三島函南の概要

（１）　三島市農業の概要
　三島市は静岡県の東部、伊豆半島の付け
根に位置する人口11万977人（注１）の都市
である。同市の西側は比較的平

へい

坦
たん

であり、
さらにその西は沼津市や清水町を経て駿河
湾へと続いている。一方、市の東側は標高
1438メートルの箱根山西麓に展開される
傾斜地となっている。気候的には年間平均
気温が16.2度、年間降水量は1800ミリ（注

２）というように比較的温暖な地域である。
　三島市の農業については、以下の通りと
なる。表１に示したように、同市の耕地面
積839haのうち、田が32.5％であるのに
対して畑は67.5％を占めているように、
概して畑割合の高い地域である。同市の農
地についても市の西側を中心とする平坦地
域と箱根山の西麓の傾斜地とに大別され、
前者には田も含まれているが、後者はほぼ
畑によって占められている。経営耕地面積
に つ い て も 同 様 の 傾 向 に あ り、 畑 が
57.5％と高い割合を占めている。また、
農業経営体については544のうち97.4％
までが家族経営体となっているように、法
人化は概して進んでいない。

　表２に示すように、販売実績のある500
の経営体のうち単一経営経営体（注３） は
353、割合では70.6％を占めている。こ
れをさらに首位部門でみれば、稲作は
35.1％、果菜類を中心とする施設野菜は 
13.6％となっているが、これらの生産は
主として市内の平坦地で行われている。一
方、露地野菜は35.4％となっているが、
本稿で検討する三島野菜は傾斜地などで生
産される露地野菜に含まれている。このよ
うに、同市の野菜生産は平坦地の施設栽培
と傾斜地で行われる露地栽培に大別される
という特徴がある。

表１　三島市農業の概要
（単位：ha、経営体）

実　数 割　合
耕地面積 839 100.0

田 273 32.5
畑 566 67.5

経営耕地面積 584 100.0
田 216 37.0
畑 336 57.5
樹園地 31 5.3

農業経営体 544 100.0
家族経営体 530 97.4
家族以外 14 2.6

資料：平成 27～ 28年静岡農林水産統計年報により作成。
注１：ラウンドの関係で合計が100.0にならないことがある。
注２：�「耕地面積」とは、農作物の栽培を目的とする土地（けい畔（耕

地の周辺に設ける土手）を含む）。「経営耕地面積」は、農業
経営体が経営している耕地をいい、自作地と借入耕地の合計。

表２　三島市内農業経営体の生産概要
（単位：経営体、％）

実　数 割合① 割合②
販売のあった経営体 500 100.0 －

単一経営経営体 353 70.6 100.0
稲作 124 24.8 35.1
雑穀 ･いも類 ･豆類 4 0.8 1.1
工芸農作物 7 1.4 2.0
露地野菜 125 25.0 35.4
施設野菜 48 9.6 13.6
果樹類 6 1.2 1.7
花き ･花木 14 2.8 4.0
酪農 5 1.0 1.4
養豚 5 1.0 1.4

その他 147 29.4 －
資料：平成 27～ 28年静岡農林水産統計年報により�作成。
　注：元データの関係で合計は100.0にならない。



40野菜情報 2018.4

　農業経営体の販売方法についてまとめた
ものが表３である。なお、一つの経営体が
複数の販売方法を採るケースがあることか
ら、各販売方法の合計は100.0％を超えて
いる。また、販売先の割合は販売実績の有
無を示すものであり、販売額の割合ではな
い。同表によれば、経営体全体の49.4％
が農協（注４）に出荷しており、次いで卸売市
場が44.0％となっている。また、消費者
に直接販売するケース（31.8％）や地元
スーパーや農産物直売場などの小売業者

（10.4％）も比較的高い割合となっている
ように、同市では多様な方法によって出荷
が行われている。

注１：平成29年12月現在。三島市役所ホームページに
よる。

注２：JA三島函南へのヒアリングによる。
注３： ｢単一経営経営体｣とは首位部門が80％以上を占め

る経営体をいう。
注４： 農協には総合農協だけでなく専門農協が含まれて

いる可能性がある。

（２）　ＪＡ三島函南の概要
　続いて、箱根西麓地域を管内に持ち、三
島野菜の生産・出荷において重要な役割を
果たすＪＡ三島函南の概要は表４の通りで
ある。同ＪＡは平成５年に旧ＪＡ三島およ
び旧ＪＡ函南の合併により設立されてお
り、このためその管轄区域も三島市と函南
町の２市町となっている。平成27年度末
時点の正組合員数は3786名、准組合員数
では１万2933名である。
　同ＪＡの農産物販売額の推移について取
りまとめたものが図１である。同図にある
ように、平成24年度において20億304万
円 で あ っ た も の が、28年 度 に は22億
5454万円となっているように、販売額は
微増傾向で推移している。また、28年度
の内訳について確認すれば、三島野菜（注５）

が７億9689万円、トマトなどの施設野菜
を含むその他野菜が８億5883万円、菌茸
類が１億1468万円となっている。また、
農産物直売所（注６）などは３億3812万円で
ある。

表３　三島市内農業経営体の販売概要
（単位：経営体、％）
実　数 割　合

販売のあった経営体 500 100.0
農協 247 49.4
農協以外の出荷団体 34 6.8
卸売市場 220 44.0
小売業者 52 10.4
食品製造業 ･外食産業 21 4.2
消費者に直接販売 159 31.8
その他 3 0.6

資料：平成27～28年静岡農林水産統計年報により作成。

表４　JA三島函南の概要
（単位：人）

備　　考
設立 平成５年４月 JA三島と JA函南の合併により設立
本店所在地 三島市谷田
管轄地域 三島市、函南町
組合員数 16,719

正組合員数 3,786
准組合員数 12,933

出荷所 ２箇所 三島市谷田、函南町大土肥
直売所 ３店舗 三島市谷田、同幸原町、函南町仁田
資料：JA三島函南資料により作成。
　注：組合員数は平成27年度末現在。
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注５：後述するように箱根西麓三島野菜はＪＡ共販だけ
でなく、卸売市場への個人出荷や農産物直売所、
スーパーのインショップなどにも出荷されている
ことから、実際の販売額はさらに多い。

注６：農産物直売所の販売品目は、同地域の農業生産を
踏まえるならば、野菜の割合が高いと考えられる。

３　三島野菜の現状

（１）　要件と生産環境
　最初に三島野菜の要件について確認する
と、「三島市内の標高50メートル以上の畑
で生産された野菜」と定められている。そ
して、同要件を満たした野菜が全て該当す
るのではなく、三島野菜の生産者として認
定を受けることが前提となっている。この
場合、生産部会または個人が認定の対象で
あり、手続き的には申請者からの申請をＪ
Ａ三島函南が受理し、ＪＡと三島市が審査
したものを最終的に協議会が承認すること
によって行われている。また、販売方法に
関する規定はないことから、三島野菜はＪ

Ａ共販だけでなく、卸売市場への個人出荷
や農産物直売所などを通じた販売も行われ
ている。
　三島野菜は標高50メートル以上が要件
となっていることから、その生産地域は三
島市内でも比較的標高の高い、具体的には
箱根山の山麓に展開される圃場に限定され
ている。そして、同地域は山の西側斜面に
あたることから、日照時間が比較的長くな
るという特徴があり、土質的にも火山灰性
の表層腐植質黒ボク土であることから、高
品質の野菜生産に適した環境にある。加え
て、同地域の耕土は深く、根菜類の生産に
適するという特徴も存在している。
　その一方で、同地域の圃場は小規模に分
散化されているだけでなく、傾斜地に展開
されていることから農地の集積化や大型機
械の導入などは難しく、労働生産性という
意味では条件的に不利な地域となってい
る。

資料：ＪＡ三島函南資料により作成。
　注：その他野菜は果実的野菜を含む。

図１　ＪＡ三島函南における農産物等販売額の推移
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図２　ＪＡ三島函南における三島野菜の販売額における品目構成
（平成28年度）
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（２）　主要品目と特徴
　三島市の箱根西麓地域においては少量多
品目の野菜生産が展開されており、特定の
品目に特化した経営はレタスなど一部の品
目に限定されている。ここで、ＪＡ三島函
南が取り扱った三島野菜の品目構成につい
て見ると図２の通りとなる。
　最も割合の高い品目はレタス（注７）であ
り、全体の35％を占めている。それ以外
では、金額割合の高いものから、ばれい
しょ、はくさい、ブロッコリー、さといも、
セルリー（セロリ）（以下「セルリー」と

いう）、キャベツなどと続いている。この
ように同地域では多くの品目が生産されて
いるが、レタスを除けば生産品目は特定の
ものに特化するのではなく、多くの品目を
組み合わせた生産が行われるという特徴が
ある。なお、つまもの類も14.1％と高い
割合となっているが、これについては「春
の七草」のパック品が中心である。
　このように多くの品目が含まれる三島野
菜であるが、このうち代表的な品目の特徴
について確認すると表５の通りとなる。
　前述のように、三島野菜の認定は生産部

表５　三島野菜の代表的な品目の特徴
品　　目 特　　徴

三島馬鈴薯 品種はメークインであるが、土壌の水はけの良さと冷涼な気候、さらには収穫
後の風乾により食味と食感が向上している。全国の卸売市場で評価が高いだけ
でなく、後述の「みしまコロッケ」の原料としても使用されている。

三島甘藷 土壌の水はけの良さと日持ちの良さによって、食感の良さや甘みのあるかん
しょとなっている。

箱根大根 昭和の初めから生産された同地域の伝統野菜である。甘みが強く、軟らかい食
感により漬物の原料として使用されている。

三島レタス 土壌の保肥力と堆肥の活用により食感が良い。また、箱根山麓の標高差を生か
した生産方法により、１年のうち８カ月間にわたって継続出荷されている。

資料：ＪＡ三島函南資料により作成。



43野菜情報 2018.4

会もしくは個人に対して行われているが、
このうち対象となる部会名と会員数、およ
び会員の年齢構成について取りまとめたも
のが表６である。平成29年3月段階の部
会数は17であり、部会員数の合計は217
名となっている。部会員の年齢は50歳代
からと60歳代が多く、高齢化が進行しつ
つある。このうち、20歳から39歳までの
後継者を確保している部会員は35名であ
り、確保率も16.1％にとどまっている。
生産者の平均作付面積は１人当たり394
アールであり、専作化の傾向が強く年間複
数回の耕作が可能となるレタス以外は小規
模な生産が行われている。

注７：レタスは平成20年ごろからＪＡ主導によって生産
が奨励されたことから、現在でも高い共販率が維
持されている。

（３）　三島野菜の販売状況
　三島市内の農業経営体の販売方法につい
ては表３ですでに確認しているが、ＪＡな
どへのヒアリングによれば三島野菜の販売
方法に関しても同様の傾向にあり、ＪＡ共
販、市場への個人出荷、農産物直売所など
への販売に大別されている。
　このうちＪＡ共販の年次推移についてま
とめたものが図３である。最も金額割合が
高いレタスは比較的年次変動が少なく、安
定した生産・販売が行われている。三島野
菜全体の販売額については、後述するブラ
ンド化の効果もあって経年的に拡大し、平
成24年度の5億9807万円から28年度に
は7億9689万円というように、この間
33.2％の増大となっている。
　ＪＡ共販の出荷先市場は品目ごとに異
なっているが、総じて近隣の卸売市場に出

表６　ＪＡ三島函南の品目別生産部会の概況

部会名
部会
員数
（人）

年齢構成 後継者 �作付け
延べ面積
（ａ）

20～
29

30～
39

40～
49

50～
59

60～
69

70～
79 80～ あり 確保率

（％）

部会員
当たりの
面積 (a/ 人 )

メロン部会 6 0 0 0 1 4 0 1 2 33.3 500 83
箱根レタス部会 7 0 0 2 0 1 4 0 1 14.3 5,300 757
ブロッコリー部会 32 0 0 1 9 14 7 1 5 15.6 11,200 350
セルリー部会 7 0 0 0 1 5 1 0 4 57.1 2,200 314
馬鈴薯部会 72 0 0 6 8 23 20 15 10 13.9 16,500 229
三島人参部会 8 0 1 2 1 1 2 1 1 12.5 2,550 319
シソ部会 3 0 0 0 1 1 1 0 1 33.3 1,250 417
三島レタス 6 0 0 1 2 3 0 0 0 0.0 26,000 4,333
ヤマツ葉生姜部会 7 0 0 0 1 2 3 1 3 42.9 2,000 286
契約原料キャベツ部会 6 0 1 2 2 0 1 0 1 16.7 2,000 333
里芋部会 23 0 0 3 3 9 4 4 4 17.4 3,100 135
極早生玉葱グループ 10 0 0 1 2 5 2 0 0 0.0 1,200 120
三ツ谷エコ玉葱部会 4 0 0 0 2 2 0 0 0 0.0 400 100
甘藷部会 10 0 0 1 2 2 4 1 2 20.0 5,300 530
エコキャベツ部会 6 0 0 2 0 2 1 1 1 16.7 1,250 208
枝豆出荷組合 4 0 0 2 1 1 0 0 0 0.0 4,000 1,000
箱根西麓のうみんず 6 4 2 0 0 0 0 0 0 0.0 700 117

合　　計 217 4 4 23 36 75 50 25 35 16.1 85,450 394
資料：ＪＡ三島函南資料により作成。
注１：平成29年3月末現在。
注２：箱根西麓三島野菜を生産する主要な部会を対象とした。
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荷されていることから、県内市場だけで全
体の８割程度を占めている。このことから、
三島野菜は地産地消的な性格が強いブラン
ドということができる。しかし、ばれいしょ
については県外市場が中心であり、東京や
大阪など大消費地への出荷割合も高い。
　一方、個人出荷についての詳細は不明で
あるが、後述する生産者細井氏へのヒアリ
ングによれば、地方卸売市場三島青果市場

（注８）への出荷割合が高いとのことである。

注８：地方卸売市場三島青果市場はかつて三島市の市街
地内にあったが、三島野菜の集荷を容易にするた
め、平成24年に箱根西麓に移転している。

（４）　生産者細井氏の経営概況
　本節においては、後述する協議会の会長
であるだけでなく、三島野菜のブランド化
に当たっては、後述する最初のだいこん祭
りのごろから中心的な役割を果たしてきた
細井要氏（注９）の農業経営について紹介した
い。
　細井氏の自宅は三島市三ツ谷新田にあ
り、箱根山西麓の傾斜地にある合計110
アールの圃場において三島野菜を生産して
いる（写真１、２）。圃場のうち30アール
については平成19年に有機ＪＡＳ農地の
認定を取得しており、そこでは有機栽培に

資料：ＪＡ三島函南資料により作成。

図３　ＪＡ三島函南が扱う三島野菜の年次推移

写真２　だいこん栽培写真１　はくさい栽培
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よる野菜生産が行われている。なお、細井
氏は現在70歳代と比較的高齢であること
から、野菜生産は主として同氏が担う一方
で、販売に関しては細井氏の配偶者が農産
物直売所に持ち込むなど、夫婦間で役割が
分担されている（写真３）。
　細井氏が生産する野菜は多品目であり、
総数で数十品目を組み合わせながら年間を
通じた生産・販売を行っている。代表的な
生産品目としては、にんじん、だいこん、
キャベツ、はくさい、ねぎ、ピーマン、さ
といもなどが挙げられる（写真４）。また、
販売先は主として農産物直売所となってい
るが、これ以外にスーパーのインショップ
やホームセンターでも販売しており、多様
な販路を用いている。
　以上、見てきたように産地の特徴である
少量多品目を強みとし、年間を通じて多様
な多品目の野菜を生産し、出荷するという
三島野菜に特徴的な農業経営を行ってい
る。
注９：細井氏は、それ以外にも三島市農業委員や三島市

有機農業推進協議会会長、MOA自然農法三島普
及会会長などの職にあるだけでなく、かつては三
島市議会議員を務めるなど同市の農業発展に寄与
している。

４　ブランド確立に向けた取り組みの経緯

（１）　箱根西麓における野菜生産の経緯
　現在では三島市の地域ブランドとして定
着している三島野菜であるが、本章ではそ
れがどのような経緯によって確立されてき
たかを確認したい。
　ちなみに、昭和40年代までの箱根西麓
地域は、だいこんや長にんじん、ごぼうな
ど根菜類の生産が中心であり、特に漬物の
原料となる干しだいこんが特産品となって
いた。しかし、昭和50年代以降は上記産
品に加えてキャベツやレタス、ブロッコ
リーなどが新たに生産されるようになり、
多品目の野菜生産が展開される地域へと変
化している。

（２）　ブランド化の経緯と三島野菜の成立
　三島野菜のブランド化の経緯についてま
とめたものが表７である。前述の細井氏に
よれば、ブランド化は平成11年ごろ、あ
る会合の場で他地域に居住する知人や親類
に野菜を送っていた生産者が、「箱根西麓
で生産された野菜は旨いと評判」である旨
を報告したことが契機となっている。

写真３　細井氏ご夫妻 写真４　代表的な生産品目であるにんじん
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　また、ブランド化は当初、生産者の自発
的な取り組みとして試行されたという特徴
がある。取り組みの手始めとしては、13
年12月に三島市役所や三島市観光協会の
協力を得ながら「だいこん祭り」が開催さ
れている。同イベントでは地域内の公民館
を借りて消費者に干しだいこんの直売を
行ったが、１日で約1000万円を売り上げ
るなど大変盛況であった。このため、その
後もＪＡの協力を得ながら10年間にわ
たって継続されていた。また、14年には
同様に「馬鈴薯祭り」が開催されている。
　このような取り組みを踏まえて、20年
ごろからばれいしょ、かんしょ、にんじん、
レタスなどを対象に「箱根西麓野菜」の名
称によるブランド化の検討が開始された
が、地域名を含まない名称では生産地が特
定できないことから、最終的に現在の名称
である「箱根西麓三島野菜」と定めた。
　そして、24年には協議会が設立され、
ブランド化に向けた取り組みの推進拠点と
して機能することになった。

（３）　ブランド化の推進体制と取組内容
　現在、ブランド化に向けた取り組みは協
議会を中心に展開されている。なお、同協
議会の事務局はＪＡ三島函南が担当し、構
成員は同ＪＡに加えて三島市、三島市観光
協会、静岡県東部農林事務所というように
農業以外の団体も含まれていることから、
全市的な推進体制が構築されている。
　協議会においては、三島野菜のブランド
化に向けた推進手法などの検討が行われる
だけでなく、ロゴマークの策定、普及パン
フレットやのぼりの作成・配布（注10）、各種
イベントへの出展などの取り組みが行われ
ている（写真５～７）。また、平成28年に
は生産者の意識向上を目的として「箱根西
麓三島野菜農業基準」を作成し、翌29年
から生産現場での運用が開始されている。
　また、協議会によって作成されたのぼり
は三島市内の飲食店や食品小売店だけでな
く、ＪＡの出荷先である東京都内などの卸
売市場内にも立てられることによって、広
く三島野菜のＰＲが行われている。

注10：三島野菜の普及啓発に当たっては、三島市などの
補助金が用いられている。

（４）　�三島馬鈴薯とみしまコロッケについて
　三島野菜の１つに三島馬鈴薯があるが、
同品目は平成28年に地理的表示（ＧＩ）
保護制度（注11）に登録されている。また、
29年には三島馬鈴薯を用いて作られるみ
しまコロッケが地域団体商標（注12）として
登録されており、三島野菜を普及させる一
因となっている。ちなみに、みしまコロッ
ケは平成20年に、市や関係団体による町
おこしの一環として作られたものであり、
現在では市内の認定店において販売されて
いる。

表７　三島野菜ブランド化の経緯
昭和 50年代 根菜類中心の産地から多品目生産に転換

平成 11年頃 生産者から箱根西麓野菜のブランド化が
提案

　　13年 だいこん祭りで干しだいこんを販売
（H22まで）

　　14年 馬鈴薯祭りを開催（数年間で中止）

　　24年 ｢箱根西麓三島野菜ブランド推進協議会」
が設立

　　26年 JAが箱根西麓三島野菜のホームページ
を立ち上げ

　　28年 三島馬鈴薯が地理的表示（ＧＩ）の認証
を取得

　　29年 みしまコロッケを地域団体商標に登録

資料：ＪＡ三島函南資料およびヒアリング（平成29年）により作成。
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　その後、みしまコロッケはテレビ番組の
影響もあって全国的に知名度が向上し、市
への観光客誘致に一役買うとともに、市民
に対しても三島馬鈴薯や三島野菜に対する
認知度の向上をもたらしている。そして、
みしまコロッケが有名になることによっ
て、コロッケの原料となる三島馬鈴薯の単
価も引き上げられたことから、生産者の所
得向上にも結び付いている。

注11：特定の産地と品質等の面で結び付きのある農林水
産物・食品等の産品の名称（地理的表示）を知的
財産として保護し、もって、生産業者の利益の増
進と需要者の信頼の保護を図ることを目的とし、
平成27年から施行され、平成30年2月7日現在
59件が登録されている。

注12：平成18年度から施行され、地域ブランドの育成
のため、地域名と商品名からなる商標を登録する
制度で、平成30年1月31日現在621件が登録さ
れている。

写真７　市内飲食店の店頭写真６　普及用ののぼりの例

写真５　普及パンフレットなど
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５　三島野菜の課題

　これまで三島野菜の現状や歴史的な展開
について見てきたが、本章ではＪＡ三島函
南が指摘する課題について確認したい。
　第一に、労働力の確保が挙げられている。
三島野菜が将来的にブランドを維持してい
くためには生産量の拡大が求められるが、
生産者の高齢化が進む現状では雇用を通じ
ていかに労働力を確保していくかが課題と
なっている。そのための対策として、①Ｊ
Ａ職員の援農ボランティアの充実、②ＪＡ
を求人窓口とする雇用労働力の無料紹介、
③農作業機の共同利用の促進などが挙げら
れている。なお、援農ボランティアとはＪ
Ａ職員による農家への作業補助を意味して
おり、調査時現在、年間延べ人数で約130
名が参加しているとのことである。
　第二に、三島野菜の生産者は全て個人で
あり、このため圃場集積が停滞しているこ
とに加えて、条件の悪い耕地が放棄されつ
つある点が課題として指摘されている。こ
のため生産量を今後も維持していくには、
中心的な担い手となる生産者に優良農地を
集積していくことが求められている。
　第三に、生産者のリタイアへの対策とし
て、農業への新規参入促進や生産部会の支
援強化を図るとともに、将来的にはＪＡ出
資による生産法人の設立についても検討し
ていきたいとのことであった。

６　おわりに

　本稿においては、傾斜地に展開される小
規模分散圃場という生産条件に加えて、少
量多品目の野菜生産が行われている三島市
の箱根西麓地域を対象地域として、三島野
菜のブランド化に向けた取り組みについて
検討を行った。
　その結果、かつては根菜類を中心とする
産地であった同地域が多品目生産へと切り
替わるなかで、食味の良さに着目した生産
者がブランド化を志向し、生産者の主体的
な取り組みとして展開されてきたことが明
らかとなった。そして、取り組みが継続し
ていくなかにおいて、ＪＡだけでなく行政
などを加えた全市的な推進体制のもとで普
及啓発活動が展開されていた。同時に、三
島野菜のブランド化を図る一方で、三島馬
鈴薯のＧＩ取得やそれを原料とするみしま
コロッケの地域団体商標登録などが行われ
ることによって、認知度向上への相乗効果
が見られたことが確認できた。
　このような取り組みの結果、三島野菜の
販売額が着実に拡大していく一方におい
て、生産者の高齢化に伴う労力不足や農地
集積の遅れという課題も残されており、将
来的な生産量の維持拡大に向けた対策の検
討がなされているところである。

　最後に、本稿の作成にかかるヒアリング
調査の実施と資料収集に当たっては、ＪＡ
三島函南、三島市役所および生産者の細井
要氏にご協力いただきました。関係したす
べての方々に感謝申し上げます。




